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の調査による（8）と、2015 年 3 月末時点における日本の企業の売上高トップ 50 社のう
ち、70%もの企業が過去に「早期退職・希望退職」を募集し、2000 年以降に「早期退職・
希望退職」を募集した上場企業 1343 社となった。早期退職・希望退職が常態化してい
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年ごろを境に減少に転じており、2020 年ごろには 15 歳から 64 歳の人口は 7,406 万人で

























図表 4 多様な働き方の取り組み施策(11) 
３つ目の特徴がＨＲテクノロジーの進展である。アメリカに比べて遅れを取っている
といわれているＨＲテクノロジーであるが、ミック経済研究所のリサーチ(12)によると日
本国内の 2016年度のＨＲクラウド市場規模は 109.7 億円となり、2017年には 156.6 億
円（前年比 142.8%）と急成長を見せており、2018 年はさらに前年比 143.9%の 225.4 億








図表 5 Tech クラウド市場の中期予測（単位：百万）(12) 
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図表 6 これからの環境変化によって求められる人事機能の変化（著者作成） 
 












































































































PwC が実施した CEO 意識調査(13)によると、世界における CEO の人事部門に対して
事業環境の変化に対して十分に備えられていると感じていない。部門別の満足度で見る
と「研究開発」や「調達と外注」に続き、ワースト 3 の結果となった。CEO の期待に人
事部門が応えられていないことが明らかになった。 
















な回答の割合は、世界全体は 59%に対し、日本では 42%と 17 ポイント低い。技術投資
の人材戦略は世界と比べて日本が後れを取っていることがうかがえる。 
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機能名 採用 育成 配置 評価 報酬 代謝 割合
採用 2.15 0.07 2 1 1.14 1.29 1 - - - - - 10.30%
育成 2.37 0.07 2 1 1.19 1.42 0.6 1 - - - - 14.70%
配置 2.54 0.07 3 3 1.23 1.51 0.57 0.56 1 - - - 20.00%
評価 2.27 0.07 2 1 1.2 1.44 0.52 0.48 0.58 1 - - 14.30%
報酬 2.01 0.07 2 1 1.19 1.42 0.53 0.49 0.57 0.7 1 - 11.70%






























































平均 分散 平均 分散
5 2.321 0.804 2.429 1.025 -0.415
ビジネス
パートナー
4 3.214 0.401 2.592 1.106 2.429 **
組織開発 4 3.223 0.504 2.382 1.260 3.062 ***
4 3.145 0.415 2.316 0.994 3.392 ***

















































採用 2.19 1.46 2.68 ** 2.15 1.84 1.17
育成 2.32 2.00 1.03 2.20 2.16 0.16
配置 2.42 2.00 1.18 2.50 2.05 1.41
評価 2.06 1.54 2.03 * 2.22 1.84 1.30
報酬 1.98 1.46 1.74 * 2.07 1.32 3.79 ***
代謝 2.26 1.38 3.44 *** 2.22 1.58 2.60 **












採用 2.21 2.26 -0.21 2.09 2.38 -1.37
育成 2.41 2.35 0.25 2.33 2.43 -0.41
配置 2.52 2.88 -1.37 2.52 2.72 -0.85
評価 2.17 2.24 -0.28 2.28 2.30 -0.06
報酬 2.02 1.91 0.46 2.01 1.87 0.63
代謝 2.40 2.26 0.55 2.41 2.28 0.55


































                                                     











採用 2.24 2.76 -1.52 1.96 2.75 -2.41 **
育成 2.55 2.57 -0.07 2.59 2.61 -0.04
配置 2.67 3.43 -2.31 ** 2.56 3.18 -1.90 *
評価 2.33 2.67 -1.14 2.41 2.61 -0.57
報酬 2.07 2.19 -0.36 1.89 2.25 -1.06
代謝 2.62 2.81 -0.57 2.78 2.75 0.08









































事業計画立案 3.14 2.56 2.70 *** 3.11 2.74 1.91 *
意思決定の支援 3.02 2.50 2.46 ** 3.05 2.77 1.53
適材適所の実現 3.41 2.85 2.68 ** 3.52 2.98 3.13 ***
キャリア支援 3.17 2.65 2.42 ** 3.28 2.64 3.50 ***













ビジョン浸透、共有 3.05 2.53 2.31 ** 3.07 2.66 2.17 **
意見収集、傾聴 3.19 2.71 2.16 ** 3.37 2.70 3.46 ***
ナレッジ共有 3.01 2.35 2.94 *** 3.09 2.28 4.12 ***
組織間連携 3.15 2.56 2.68 ** 3.31 2.68 3.32 **

















































































ビジネスパートナー -0.32 1.00 -








採用 2.01 2.31 -2.24 **
育成 2.22 2.53 -2.23 **
配置 2.34 2.78 -3.10 ***
評価 2.09 2.47 -2.82 **
報酬 1.85 2.20 -2.54 **
代謝 2.02 2.60 -4.37 ***












































トされているが、「5 年以上 10 年未満」、「10 年以上 20 年未満」は「基本機能専従型人
事部」にプロットされ、「20 年以上 30 年未満」、「30 年以上」においては再び「集権型
人事部」に戻ってくる。創業当初は体制も整わない中で人事部門（創業間のない場合は























業績平均 3.20 3.31 -1.14
モチベーション平均 2.99 3.22 -2.43 **
集権型人事部 戦略機能専従型人事部
業績平均 3.31 3.53 -1.59
モチベーション平均 3.22 3.36 -0.96
戦略機能専従型人事部 分散型人事部
業績平均 3.53 2.91 3.08 ***
モチベーション平均 3.36 2.70 3.41 ***
分散型人事部 基本機能専従型人事部
業績平均 2.91 3.20 1.65






 次に従業員規模別のプロットは図表 23 となった。「300 名未満」、「300 名以上 1,000
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